
  
 

 

令 和 ６ 年 ２ 月 １ ３ 日 

物流・自動車局物流政策課 
物流・自動車局貨物流通事業課 
物流・自動車局安全政策課 

 

「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び 

貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律案」を閣議決定 
 

 

 
 

Ⅰ．背景 

物流は国民生活・経済を支える社会インフラです。物流産業を魅力あるものとするため、働き方改

革に関する法律が本年４月から適用される一方、物流の停滞が懸念される「2024年問題」に直面して

います。こうした状況に対応するため、荷主企業、物流事業者、一般消費者が協力して我が国の物流

を支えるための環境整備に向けて、商慣行の見直し、物流の効率化、荷主・消費者の行動変容につい

て抜本的・総合的な対策が必要です。 

また、軽トラック運送業において、死亡・重傷事故件数が最近６年で倍増しており、安全対策の強

化が求められています。 

 

Ⅱ．法律案の概要 

（１）荷主・物流事業者に対する規制 【流通業務総合効率化法】 

○荷主・物流事業者に対し、物流効率化のために取り組むべき措置について努力義務を課し、当該措

置について国が判断基準を策定。 

○上記取組状況について、国が判断基準に基づき指導・助言、調査・公表を実施。 

○上記事業者のうち、一定規模以上のものを特定事業者として指定し、中長期計画の作成や定期報告

等を義務付け、中長期計画に基づく取組の実施状況が不十分の場合、勧告・命令を実施。 

○さらに、特定事業者のうち荷主には物流統括管理者の選任を義務付け。 

 ※法律の名称を「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」から「物資の流通の効率化に関する法律」に変更 

（２）トラック事業者の取引に対する規制 【貨物自動車運送事業法】 

○元請事業者に対し、実運送事業者の名称等を記載した実運送体制管理簿の作成を義務付け。 

○荷主・トラック事業者・利用運送事業者に対し、運送契約の締結等に際して、提供する役務の内容

やその対価（附帯業務料、燃料サーチャージ等を含む。）等について記載した書面による交付等を

義務付け。 

○トラック事業者・利用運送事業者に対し、他の事業者の運送の利用（=下請けに出す行為）の適正

化について努力義務を課すとともに、一定規模以上の事業者に対し、当該適正化に関する管理規程

の作成、責任者の選任を義務付け。 

（３）軽トラック事業者に対する規制 【貨物自動車運送事業法】  

○軽トラック事業者に対し、①必要な法令等の知識を担保するための管理者選任と講習受講、②国土

交通大臣への事故報告を義務付け。 

○国交省による公表対象に、軽トラック事業者に係る事故報告・安全確保命令に関する情報等を追加。 

 

【問い合わせ先】 

物流・自動車局 物流政策課   内波、古川、小原、宇野 ＜全般、（１）関係＞ 

TEL：03-5253-8111（内線：41-802、41-831、41-823、41-883）、03-5253-8799（直通） 

物流・自動車局 貨物流通事業課 羽田野、佐藤、佐々木 ＜（２）関係＞ 

TEL：03-5253-8111（内線：41-323、41-347）、03-5253-8575（直通） 

物流・自動車局 安全政策課   宮坂、荻島 ＜（３）関係＞ 

TEL：03-5253-8111（内線：41-613、41-615）、03-5253-8566（直通）  

2024年問題に対応し、物流の持続的成長を図るため、「流通業務の総合化及び効率化の促進に関す

る法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律案」が、本日、閣議決定されました。 
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バラ積み・バラ降ろしに
よる非効率な荷役作業

パレットの利用による
荷役時間の短縮

【荷主等が取り組むべき措置の例】
＜パレットの導入＞

バラ積み・バラ降ろしに
よる非効率な荷役作業

パレットの利用による
荷役時間の短縮

〇元請事業者に対し、実運送事業者の名称等を記載した実運送体制管理簿の作成を義務付け。

〇運送契約の締結等に際して、提供する役務の内容やその対価（附帯業務料、燃料サーチャージ等を含
む。）等について記載した書面による交付等を義務付け＊2。

〇他の事業者の運送の利用（＝下請けに出す行為）の適正化について努力義務＊3 を課すとともに、一定規模以
上の事業者に対し、当該適正化に関する管理規程の作成、責任者の選任を義務付け。

＊2・3 下請関係に入る利用運送事業者にも適用。

〇軽トラック事業者に対し、①必要な法令等の知識を担保するための管理者選任と講習受講、②国交大臣への事
故報告を義務付け。

〇国交省HPにおける公表対象に、軽トラック事業者に係る事故報告・安全確保命令に関する情報等を追加。

●流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を
改正する法律案

〇①荷主＊1 （発荷主・着荷主）、②物流事業者（トラック、鉄道、港湾運送、航空運送、倉庫）に対し、物流
効率化のために取り組むべき措置について努力義務を課し、当該措置について国が判断基準を策定。

＊1元請トラック事業者、利用運送事業者には荷主に協力する努力義務を課す。また、フランチャイズチェーンの本部にも荷主に準ずる義務を課す。

〇上記①②の者の取組状況について、国が当該判断基準に基づき指導・助言、調査・公表を実施。

１．荷主・物流事業者に対する規制的措置 【流通業務総合効率化法】

２．トラック事業者の取引に対する規制的措置 【貨物自動車運送事業法】

３．軽トラック事業者に対する規制的措置 【貨物自動車運送事業法】

〇物流は国民生活・経済を支える社会インフラ。物流産業を魅力ある職場とするため、働き方改革に関する法律が
本年４月から適用される一方、物流の停滞が懸念される「2024年問題」に直面。

背景・必要性

【目標・効果】 物流の持続的成長
【KPI】 施行後3年で（2019年度比）

○荷待ち・荷役時間の削減 年間125時間/人削減
○積載率向上による輸送能力の増加 16パーセント増加

法案の概要

〇軽トラック運送業において、死亡・重傷事故件数は最近6年で倍増。

→以下の施策を講じることにより、物流の持続的成長を図ることが必要。

・ 何も対策を講じなければ輸送力不足の可能性（右図）。
・ 荷主企業、物流事業者（運送・倉庫等）、一般消費者が協力
して我が国の物流を支えるための環境整備に向けて、商慣行の見
直し、物流の効率化、荷主・消費者の行動変容について、抜本
的・総合的な対策が必要。

〇一定規模以上の事業者を特定事業者として指定し、中長
期計画の作成や定期報告等を義務付け、中長期計画に基
づく取組の実施状況が不十分な場合、勧告・命令を実施。

〇特定事業者のうち荷主には物流統括管理者の選任を義務付け。

※法律の名称を変更。

※鉄道建設・運輸機構の業務に、認定「物流総合効率化事
業」の実施に必要な資金の出資を追加。〈予算〉
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